
一 頁 
 

○ 総 務 省 告 示 第 二 百 三 十 九 号 

 中 小 企 業 等 経 営 強 化 法 （ 平 成 十 一 年 法 律 第 十 八 号 ） 第 十 二 条 第 三 項 の 規 定 に 基 づ き 、 有 線 テ レ ビ ジ

ョ ン 放 送 業 に 係 る 経 営 力 向 上 に 関 す る 指 針 （ 平 成 二 十 八 年 総 務 省 告 示 第 四 百 十 七 号 ） の 一 部 を 次 の よ

う に 改 正 し 、 同 条 第 五 項 の 規 定 に 基 づ き 、 公 表 す る 。 

  平 成 三 十 年 七 月 六 日 

                                 総 務 大 臣 野 田 聖 子   

 次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 下 線 を 付 し 又 は 破 線 で 囲 ん だ 部 分 を こ れ に 順 次 対 応 す る 改

正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 下 線 を 付 し 又 は 破 線 で 囲 ん だ 部 分 の よ う に 改 め 、 改 正 前 欄 及 び 改 正 後 欄 に 対 応

し て 掲 げ る そ の 標 記 部 分 に 二 重 下 線 を 付 し た 規 定 （ 以 下 「 対 象 規 定 」 と い う 。 ） は 、 改 正 前 欄 に 掲 げ

る 対 象 規 定 を 改 正 後 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 と し て 移 動 し 、 改 正 後 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 で 改 正 前 欄 に こ れ

に 対 応 す る も の を 掲 げ て い な い も の は 、 こ れ を 加 え る 。 

 

 

 

 

 



二 頁 
 

改       正       後 改       正       前 

第１ 現状認識 

１ 全体の傾向 

 有線テレビジョン放送業は、放送法（昭和25年法律第132号）第126条第１項の登録を受け

て自主放送を行う事業者数が508者（平成28年度末）、営業収益が5,031億円（平成28年度)､

従業者数が9,140人（平成28年度末。平成29年情報通信業基本調査の回答企業189者の合計)､

加入世帯数が2,980万世帯（平成28年度末）という市場規模であり、我が国の過半数以上の

世帯に広く普及する国民生活の重要な情報通信基盤である。また、市町村の区域等を業務区

域とするため、地域における情報発信、経済活性化や雇用創出、災害時の被災情報や避難情

報等の伝達に重要な役割を果たす地域密着メディアである。 

 映像配信サービスについては、技術の進展等に伴い、通信回線を利用したＩＰＴＶが提供

され、平成27年には、世界最大の米国企業が日本市場に参入しネット配信サービスを開始す

るなど、厳しい競争環境にある中で、近年、有線テレビジョン放送の加入世帯数の増加は鈍

化傾向にあり、営業収益も、平成22年度の5,437億円をピークに低下傾向に転じている。 

 映像配信サービス市場では、今後、超高精細技術を活かした４Ｋ・８Ｋの番組・コンテン

ツが競争上重要となり､「日本再興戦略2016」（平成28年６月閣議決定）においては､４Ｋ・

８Ｋは、東京オリンピック・パラリンピック競技大会が開催される平成32年に全国の世帯の

約50％で実視聴されるとの数値目標を掲げて短期・集中的に取り組むべき政策に位置付けら

れている。 

 この目標の実現には、全国の世帯の過半数以上が視聴する有線テレビジョン放送が果たす

役割は大きく、また、４Ｋ・８Ｋは、より高度な放送サービスや、放送と通信の本格的な連

携サービスの提供、医療・介護、教育等の幅広い分野における社会的課題の解決を可能とす

るものであり、経済波及効果も約36兆円（平成25年～平成32年の累計）と見込まれることに

鑑みると、有線テレビジョン放送業を営む者（以下「有線テレビジョン放送事業者」とい

う。）の経営力向上の観点から、有線テレビジョン放送ネットワークで４Ｋ・８Ｋが視聴で

きる環境を整備することが必要である。この際、事業者間で共通化が可能な業務をプラット

フォームに集約する取組も併せ行うことにより、より視聴者にとって分かりやすく、魅力的

なサービスを、効果的かつ効率的に提供していくことが必要である。 

 また、ブロードバンド化により、通信回線でも映像配信サービスが提供される中で、有線

テレビジョン放送事業者は、従来の映像配信サービスに加え、ブロードバンドサービスなど

の通信サービスをセットで提供することが電気通信事業者との競争上必要となっている。通

信業を含めた収益全体は増加傾向（平成22年度：9,088億円、平成28年度：１兆3,538億円）

にあり、通信業は、平成28年度の収益全体に占める割合が約63％に達しているところ、ブロ

ードバンド市場では、コンテンツの大容量化に伴い、通信速度の高速化を図ることが競争上

重要となっているため、新たに４Ｋ・８Ｋ番組用の伝送容量を確保しつつ、ブロードバンド

サービスの高速化を図っていくことが経営力向上を図るために必要となる。 

第１ 現状認識 

１ 全体の傾向 

 有線テレビジョン放送業は、放送法（昭和25年法律第132号）第126条第１項の登録を受け

て自主放送を行う事業者数が510者（平成27年度末）、営業収益が5,003億円（平成27年度)､

従業者数が9,734人（平成26年度末。平成27年情報通信業基本調査の回答企業185者の合計)､

加入世帯数が2,948万世帯（平成27年度末）という市場規模であり、我が国の過半数以上の

世帯に広く普及する国民生活の重要な情報通信基盤である。また、市町村の区域等を業務区

域とするため、地域における情報発信、経済活性化や雇用創出、災害時の被災情報や避難情

報等の伝達に重要な役割を果たす地域密着メディアである。 

 映像配信サービスについては、技術の進展等に伴い、通信回線を利用したＩＰＴＶが提供

され、平成27年には、世界最大の米国企業が日本市場に参入しネット配信サービスを開始す

るなど、厳しい競争環境にある中で、近年、有線テレビジョン放送の加入世帯数の増加は鈍

化傾向にあり、営業収益も、平成22年度の5,437億円をピークに低下傾向に転じている。 

 映像配信サービス市場では、今後、超高精細技術を活かした４Ｋ・８Ｋの番組・コンテン

ツが競争上重要となり､「日本再興戦略2016」（平成28年６月閣議決定）においては､４Ｋ・

８Ｋは、東京オリンピック・パラリンピック競技大会が開催される平成32年に全国の世帯の

約50％で実視聴されるとの数値目標を掲げて短期・集中的に取り組むべき政策に位置付けら

れている。 

 この目標の実現には、全国の世帯の過半数以上が視聴する有線テレビジョン放送が果たす

役割は大きく、また、４Ｋ・８Ｋは、より高度な放送サービスや、放送と通信の本格的な連

携サービスの提供、医療・介護、教育等の幅広い分野における社会的課題の解決を可能とす

るものであり、経済波及効果も約36兆円（平成25年～平成32年の累計）と見込まれることに

鑑みると、有線テレビジョン放送業を営む者（以下「有線テレビジョン放送事業者」とい

う。）の経営力向上の観点から、有線テレビジョン放送ネットワークで４Ｋ・８Ｋが視聴で

きる環境を整備することが必要である。この際、事業者間で共通化が可能な業務をプラット

フォームに集約する取組も併せ行うことにより、より視聴者にとって分かりやすく、魅力的

なサービスを、効果的かつ効率的に提供していくことが必要である。 

 また、ブロードバンド化により、通信回線でも映像配信サービスが提供される中で、有線

テレビジョン放送事業者は、従来の映像配信サービスに加え、ブロードバンドサービスなど

の通信サービスをセットで提供することが電気通信事業者との競争上必要となっている。通

信業を含めた収益全体は増加傾向（平成22年度：9,088億円、平成27年度：１兆2,853億円）

にあり、通信業は、平成27年度の収益全体に占める割合が約60％に達しているところ、ブロ

ードバンド市場では、コンテンツの大容量化に伴い、通信速度の高速化を図ることが競争上

重要となっているため、新たに４Ｋ・８Ｋ番組用の伝送容量を確保しつつ、ブロードバンド

サービスの高速化を図っていくことが経営力向上を図るために必要となる。 

 さらに、災害時の情報伝達といった公共的役割を含め、安定的・継続的なサービス提供を

行うことが経営力の基盤であり、「国土強靱化基本計画」（平成26年６月閣議決定）でも、

同趣旨から有線テレビジョン放送を含めて災害対策等を推進する旨が定められており、老朽

化した幹線の更新や伝送路の二重化などネットワークの強靱化を行うことが必要である。 

 さらに、災害時の情報伝達といった公共的役割を含め、安定的・継続的なサービス提供を

行うことが経営力の基盤であり、「国土強靱化基本計画」（平成26年６月閣議決定）でも、

同趣旨から有線テレビジョン放送を含めて災害対策等を推進する旨が定められており、老朽

化した幹線の更新や伝送路の二重化などネットワークの強靱化を行うことが必要である。 

２ 業態の特徴 

 有線テレビジョン放送は、そのサービスの提供上、業務区域内における各加入者宅まで光

ファイバや同軸ケーブルなどの有線電気通信設備を敷設することが必要な装置産業（平成28

２ 業態の特徴 

 有線テレビジョン放送は、そのサービスの提供上、業務区域内における各加入者宅まで光

ファイバや同軸ケーブルなどの有線電気通信設備を敷設することが必要な装置産業（平成27
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年度末の幹線路の合計距離は約38万km）であり、労働力よりも資本設備により多く依存する

資本集約型産業である。 

 また、情報通信分野は技術革新が著しいため、経営力向上の観点からは、技術の進展に応

じて不断に設備投資を行いネットワークの高度化・効率化等を図ることにより、サービスの

多様化・高度化等を行うとともに、これらを適時適切に行うための最新の技術に対応した専

門知識を有する人材を確保・育成すること等が必要となる。 

 有線テレビジョン放送事業者の経営規模を見ると、資本金5,000万円以下の事業者が約20%

とその割合は高くはないが、従業者数では、100人以下の事業者が約80％と高く、多額の投

資負担が困難な中小企業者等（中小企業等経営強化法第２条に規定する中小企業者等をいう。

以下同じ。）の割合が高いところ、４Ｋ・８Ｋ対応、ブロードバンドサービスの高速化、

ネットワークの強靱化など、技術の急速な進展等に応じた設備投資等を速やかに行うことが

必要となっている。 

年度末の幹線路の合計距離は約38万km）であり、労働力よりも資本設備により多く依存する

資本集約型産業である。 

 また、情報通信分野は技術革新が著しいため、経営力向上の観点からは、技術の進展に応

じて不断に設備投資を行いネットワークの高度化・効率化等を図ることにより、サービスの

多様化・高度化等を行うとともに、これらを適時適切に行うための最新の技術に対応した専

門知識を有する人材を確保・育成すること等が必要となる。 

 有線テレビジョン放送事業者の経営規模を見ると、資本金5,000万円以下の事業者が約20%

とその割合は高くはないが、従業者数では、100人以下の事業者が約80％と高く、多額の投

資負担が困難な中小企業者等（中小企業等経営強化法第２条に規定する中小企業者等をいう。

以下同じ。）の割合が高いところ、４Ｋ・８Ｋ対応、ブロードバンドサービスの高速化、

ネットワークの強靱化など、技術の急速な進展等に応じた設備投資等を速やかに行うことが

必要となっている。 

第２ 経営力向上の内容に関する事項 

［１ 略］ 

２ 具体的事項 

 現に有する経営資源又は事業承継等により他の有線テレビジョン放送事業者等から取得し

た又は提供された経営資源に関し、有線テレビジョン放送業においては、経営力向上に向け

て、一のイからトまでに掲げる事項を、二の表の左欄に掲げる有線テレビジョン放送事業者

の規模に応じ、同表右欄に掲げるところにより、実施するものとする。 

第２ 経営力向上の内容に関する事項 

［１ 同左］ 

２ 具体的事項 

 有線テレビジョン放送業においては、経営力向上に向けて、一のイからトまでに掲げる事

項を、二の表の左欄に掲げる事業者の規模に応じ、同表右欄に掲げるところにより、実施す

るものとする。 

一 経営力向上の内容 

［イ～ホ 略］ 

へ 営業活動に関する事項 

［⑴ 略］ 

⑵ 他の有線テレビジョン放送事業者等との連携等強化 

 他の有線テレビジョン放送事業者等との連携又は他の有線テレビジョン放送事業者

等からの事業承継等により提供サービスの拡充を図る。また、他の有線テレビジョン

放送事業者等との連携等又は他の有線テレビジョン放送事業者等からの事業承継等に

より新たなサービスを提供する。例えば、自社が有するノウハウや技術等の経営資源

と有線テレビジョン放送業以外の事業を行う者の経営資源とを組み合わせることに

より、新たな営業機会を創出するといったことが考えられる。 

［⑶ 略］ 

⑷ 経営資源の組合せ 

 サービスの提供の方法を効率化するため、現に有する経営資源及び他の有線テレビ

ジョン放送事業者等から取得した又は提供された経営資源を有効に組み合わせて一体

的に活用する。 

［ト 略］ 

一 経営力向上の内容 

［イ～ホ 同左］ 

へ 営業活動に関する事項 

［⑴ 同左］ 

⑵ 他の事業者との連携による機会の増大 

 自社が有するノウハウや技術等の経営資源と、有線テレビジョン放送業以外の業を

行う者の経営資源とを組み合わせることにより、新たな営業機会を創出する。 

 

 

 

 

［⑶ 同左］ 

［新設］ 

 

 

 

［ト 同左］ 

二 規模別の整理 

イ 現に有する経営資源を利用する場合 

届出をした有

線テレビジョ

ン放送事業者 

一イ⑴から⑶まで、ロ⑴若しくは⑵、ハ⑴若しくは⑵、ニ又はホに掲

げる事項のうち１項目以上 

一ヘ⑴から⑶まで又はト⑴から⑶までに掲げる事項のうち１項目以上 

合計２項目以上 

登録を受けた 一イ⑴から⑶まで、ロ⑴若しくは⑵、ハ⑴若しくは⑵、ニ又はホに掲 
 

二 規模別の整理 

 

届出をした有

線テレビジョ

ン放送事業者 

一イ⑴から⑶まで、ロ⑴若しくは⑵、ハ⑴若しくは⑵又はニ若しくはホ

に掲げる事項のうち１項目以上 

一ヘ⑴から⑶まで又はト⑴から⑶までに掲げる事項のうち１項目以上 

合計２項目以上 

登録を受けた 一イ⑴から⑶まで、ロ⑴若しくは⑵、ハ⑴若しくは⑵又はニ若しくはホ 
 



四 頁 
 

有線テレビジ

ョン放送事業

者 

げる事項のうち１項目以上 

一ヘ⑴から⑶まで又はト⑴から⑶までに掲げる事項のうち１項目以上 

合計３項目以上 

ロ 事業承継等により他の有線テレビジョン放送事業者等から取得した又は提供された

経営資源を利用する場合 

届出をした有

線テレビジョ

ン放送事業者 

一イ⑴から⑶まで、ロ⑴若しくは⑵、ハ⑴若しくは⑵、ニ又はホに掲

げる事項のうち１項目以上 

一ヘ⑴から⑷まで又はト⑴から⑶までに掲げる事項のうち１項目以上 

合計２項目以上 

登録を受けた

有線テレビジ

ョン放送事業

者 

一イ⑴から⑶まで、ロ⑴若しくは⑵、ハ⑴若しくは⑵、ニ又はホに掲

げる事項のうち１項目以上 

一ヘ⑴から⑷まで又はト⑴から⑶までに掲げる事項のうち１項目以上 

合計３項目以上 
  

 

有線テレビジ

ョン放送事業

者 

に掲げる事項のうち１項目以上 

一ヘ⑴から⑶まで又はト⑴から⑶までに掲げる事項のうち１項目以上 

合計３項目以上 
  

 

第３ 経営力向上の実施方法に関する事項 

［１ 略］ 

２ 指標等 

 計画策定に当たり、有線テレビジョン放送事業者が目標とすべき指標等は、次の一又は二

に掲げる区分に応じてそれぞれ一又は二に定めるものとする。 

 

一 現に有する経営資源を利用する場合 

 次に掲げるいずれかの指標とする。 

イ 労働生産性 

 労働生産性(注) について、５年間の計画の場合、計画期間である５年後までの目標伸

び率が２％以上のものを求める。計画期間が３年間の場合は１％以上の目標を、４年

間の場合は1.5％以上の目標を求める。 

(注)  労働生産性とは、営業利益、人件費及び減価償却費の合計を、労働投入量（労働

者数又は労働者数×一人当たり年間就業時間）で除したものとする。 

ロ 有線テレビジョン放送ネットワークの光回線化増加率 

 光ファイバの幹線路距離、ＦＴＴＨ方式の引込端子数又は加入世帯数について、５

年間の計画の場合、計画期間である５年後までの目標伸び率が５％以上のものを求め

る。計画期間が３年間の場合は２％以上の目標を、４年間の場合は3.5％以上の目標

を求める。 

二 事業承継等により他の有線テレビジョン放送事業者等から取得した又は提供された経

営資源を利用する場合 

イ 事業承継の促進 

 当該制度は中小企業者等の事業承継を促進するものであるから、中小企業者等が事

業承継等（中小企業等経営強化法第２条第10項第９号に掲げるものを除く。）を行う

場合にあっては、事業の継続が困難である他の有線テレビジョン放送事業者等の事業

を承継するもののうち、事業の経営の承継を伴う取組を支援対象とする。 

ロ 指標 

 次に掲げるいずれかの指標とする。 

⑴ 労働生産性 

  労働生産性(注) について、５年間の計画の場合、計画期間である５年後までの目標

第３ 経営力向上の実施方法に関する事項 

［１ 同左］ 

２ 経営指標 

 計画策定に当たり、有線テレビジョン放送事業者が目標とすべき指標は、次のいずれかの

とおりである。 

 

一 労働生産性 

 労働生産性について、５年間の計画の場合、計画期間である５年後までの目標伸び率

が２％以上のものを求める。計画期間が３年間の場合は１％以上の目標を、４年間の場

合は1.5％以上の目標を求める。 

(注)  労働生産性とは、営業利益、人件費及び減価償却費の合計を、労働投入量（労働者

数又は労働者数×一人当たり年間就業時間）で除したものとする。 

二 有線テレビジョン放送ネットワークの光回線化増加率 

 光ファイバの幹線路距離、ＦＴＴＨ方式の引込端子数又は加入世帯数について、５年

間の計画の場合、計画期間である５年後までの目標伸び率が５％以上のものを求める。

計画期間が３年間の場合は２％以上の目標を、４年間の場合は3.5％以上の目標を求め

る。 
 



五 頁 
 

伸び率が２％以上のものを求める。計画期間が３年間の場合は１％以上の目標を､

４年間の場合は1.5％以上の目標を求める。 

(注)  労働生産性とは、営業利益、人件費及び減価償却費の合計を、労働投入量（労

働者数又は労働者数×一人当たり年間就業時間）で除したものとする。 

⑵ 有線テレビジョン放送ネットワークの光回線化増加率 

 光ファイバの幹線路距離、ＦＴＴＨ方式の引込端子数又は加入世帯数について、

５年間の計画の場合、計画期間である５年後までの目標伸び率が５％以上のものを

求める。計画期間が３年間の場合は２％以上の目標を、４年間の場合は3.5％以上

の目標を求める。 
 

第４ 経営力向上の促進に当たって国が配慮すべき事項 

１ 雇用への配慮 

 国は、人員削減を目的とした取組を計画認定の対象としない等、雇用の安定に配慮するも

のとする。組織再編行為が従業員等に与える影響が大きいことに鑑み、事業承継等を行う場

合にあっては、特に配慮するものとする。 

２ 地域経済の健全な発展 

 国は、地域経済の健全な発展に配慮するため、地域経済の維持・強化に資する事業承継等

に係る取組を促進するものとする。 

３～７ ［略］ 
 

第４ 経営力向上の促進に当たって国が配慮すべき事項 

１ 雇用への配慮 

 国は、人員削減を目的とした取組を計画認定の対象としない等、雇用の安定に配慮するも

のとする。 

 

［新設］ 

 

 

２～６ ［同左］ 

備 考 表 中 の ［ ］ の 記 載 及 び 対 象 規 定 の 二 重 下 線 を 付 し た 標 記 部 分 を 除 く 全 体 に 付 し た 下 線 は 注 記 で あ る 。 

 



六 頁 
 

   附 則 

 こ の 告 示 は 、 産 業 競 争 力 強 化 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 平 成 三 十 年 法 律 第 二 十 六 号 ） の 施 行 の 日

（ 平 成 三 十 年 七 月 九 日 ） か ら 施 行 す る 。 

 


